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研究成果の概要（和文）：研究代表者の小川は、教育・起業投資行動が事後的な稼得能力分布に影響を与える状
況で、収入制約下における最適課税問題を分析した。また、外部教育施設をモデルに取り入れて、外部施設利用
への課税/補助金政策の効果も調べた。
　研究分担者である堀井は、主に経済成長理論の側面から所得分配や教育に関連する研究を行った。労働分配率
の変化を決定づける、資本・労働の代替の弾力性に現実的な値を用いた成長モデルを構築した。また、消費者の
学習行動により、経済のリスクに対する態度や貯蓄・投資行動が変化するメカニズムを解明した。

研究成果の概要（英文）：Ogawa, a principal investigator, analyzed the optimal income tax problem 
under a tax revenue constraint in a model where educational and entrepreneurial investment affects 
the ex post distribution of productivities. Incorporating external educational facilities into the 
model, we also examined the effects of a subsidy for using the facility.
　Horii, a co-investigator, examined income distribution and education from the perspective of 
economic growth. In one study, he clarified a mechanism through which the risk attitude of consumers
 changes according to a learning process. In another study, he developed a theory of economic growth
 using a realistic value for the elasticity of substitution between labor and capital, which is 
closely related to the labor income share of the GDP.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
最適課税分析では、所得税が将来の子供の生産性・質を高めるために有効であることが分かった。さらに、教育
投資のための外部施設の充実や外部施設利用への補助が、幅広い条件の下で、家計への直接補助よりも有効であ
ることを明らかにした。
　動学分析においては、従来は技術的理由により、ほとんどの新古典派成長モデルでは、労働分配率が一定とな
るコブ・ダグラス生産関数を使わざるを得なかった。新しい定理の証明により、より柔軟な定式化が可能にな
り、今後、公平性の分析を柔軟に行えるようになる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

(1) 最適課税問題とは、異なる能力を持つ個人がいる経済において、一定の税収を要する制約の
下で、効率性（死加重）と公平性（所得分布）という 2つの観点から望ましい税構造を見出す問
題である。最適課税分析では、最適物品税、最適所得税ともに従来研究では個人の稼得能力の分
布が所与の前提とされており、教育や投資により個人の稼得能力が内生的に決定される設定で
の最適課税問題の研究は十分ではなかった。 
 
(2) 多くの先進国では技術進歩により経済成長が続いているが、労働分配率の低下が指摘され
ており、必ずしも成長の果実が公平に分配されていない可能性がある。しかし、従来の経済成長
モデルでは、技術的理由により、労働分配率が一定となるコブ・ダグラス生産関数が使われてお
り、労働分配の分析は十分ではなかった。 
 
(3) マクロ経済において教育が果たす役割は多岐にわたる。教育により人的資本を蓄積し、それ
が成長に貢献するという側面が多く研究されてきた。それに加え、経済主体が学習により経済状
況の理解を深め、より合理的・効率的な行動をとるという効果もあると考えられる。 
 
 
２．研究の目的 

(1) 最適課税問題の中で多様な経済主体が生産性を向上させるために教育や投資を行うという
現実をモデル化することにより、課税政策が所得分布・社会厚生に与える多段階の影響を明らか
にする。 
 
(2) 教育投資のために外部施設を利用する場合に、外部施設利用への課税/補助金政策が最適所
得税構造や厚生レベルに与える効果を明らかにする。 
 
(3) 長期の経済成長は技術進歩により実現するが、技術進歩が資本の効率性上昇を含む場合（TFP
上昇として描写される場合も含む）は、生産関数はコブ・ダグラス型でなければ Balanced Growth 
Path は存在しない、という Uzawa の Steady State Growth Theorem が知られている。しかしコ
ブ・ダグラス型の場合、代替の弾力性が１であるため、技術進歩は労働分配率に影響を与えない、
という帰結が必然的に得られてしまう。この制約を緩和することを目指す。 
 
(4) 近年、マクロ経済は、大震災やコロナパンデミックという大きなリスクに直面しており、そ
のようなリスクを経済主体がどのように学習するか、その学習の結果がどのようなマクロ経済
的帰結につながるか、ということを明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 

(1) 各個人の教育投資により、生産性・質が内生的に決定されるモデルを考える。課税政策が投
資コストやリターンに直接影響し、個人の投資行動を変化させる。その結果、個人間の事後的な
生産性分布や、経済全体の技術水準が影響を受け、所得分布も変化するモデルを考える。 
 
(2) 政府は、消費財・教育サービスへの物品税を課し、経済全体で一定額の税収を上げなければ
ならないという税収制約を考え、そのもとでの最適物品税政策を分析する。教育サービスに税を
課すと教育投資が過小になることから、効率性を重視するならできるだけ消費財への物品税に
より税収を確保することが望ましい。しかし、教育投資量は能力の高い個人のほうが多いので、
教育を無税にする、あるいは補助金（マイナスの税）を与えると、格差が広がる可能性がある。
このようなトレードオフを分析し、社会厚生を最大化する物品税政策を導出する。 
 
(3) Uzawa の Steady State Growth Theorem の結果は、生産要素が２要素（労働・資本）しかな
いという設定に依存している。従来の経済成長理論では、ほとんどの場合労働・資本の２要素し
か検討してこなかったが、現実の要素所得分布をみると、土地や自然資源が１０％近い所得を得
ている。それで、これらの要素組み込んだ場合において、Uzawa の Steady State Growth Theorem
を拡張し、証明する。さらに、新しい Theorem を用いて、現実の成長経路をシミュレートする。 
 
(4) 経済主体によるリスクの学習を Bayesian Learning と隠れマルコフプロセスを用いて定式
化する。経済にショックが発生したときに、将来のリスクに対する主観的確率をどのようにアッ
プデートするかを分析する。さらに、その学習行動が、貯蓄・投資行動にどのように影響するか



を分析する。 
 
 
４．研究成果 

(1) 高い生産性を保有する個人に低い税率を課し、より低い生産性を持つ個人に高い税率を課
すことが最適になりうることを示した。生産性の高い個人に低い税率を課すことは、そのような
個人の労働供給を促すことによって経済全体の生産性を高めることができる。 
 
(2) 最適課税構造の下で、外部教育施設の充実や外部施設利用への補助金が必要であることが
分かった。さらに、これらの政策は幅広い条件の下で家計への直接補助よりも有効であること
が明らかになった。 
 
(3) 新古典派経済成長モデルにおいて、３要素以上の生産様相がある場合、必ずしも全体として
コブ・ダグラス型生産関数でなくとも、長期の経済成長が説明できることが示された。多くの実
証分析によると、資本・労働の代替の弾力性は１以下であることが示唆されるが、そのような設
定を経済成長理論に組み込むことが可能になり、技術進歩が資本・労働観の分配に与える影響の
分析が可能になった。 
 
(4) リスクを学習するモデルでは、コロナショックや、東日本大震災のような大きなリスクに対
する認識が高まると、貯蓄行動が高まることが示された。但し、価格調整が十分でない場合は、
学習行動が景気を悪化させる場合もあり、必ずしも学習が経済全体として好ましい結果につな
がるとは限らないことが示された。そのような場合、一時的な減税など適切な政策対応が有効で
あることが示唆される。 
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